成年後見制度と税理士
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なぜ成年後見制度が必要か
　第一の観点は高齢者問題の一般化であり、第二の観点は人間優先への社会の成熟化です。「人生50年」と言われていた昭和22年頃は、女性で80歳を超える人生を送ることのできる人は２割弱でした。その後、医学の進歩、医療制度の改革、人々のライフスタイルの変化等があり、現在では七割強の人々が80歳を超える人生を送るようになっています。このことはかつて、高齢者問題は一部の人の問題であったのが、現在では大部分の人が直面する問題へと変化してきたことを物語っています。また高齢期になり、痴呆になったり、意思表示ができなくなる人が以前はわずかであったのが、現在では圧倒的に多くなってきたということを意味しています。かつてはわずかであったためにその本人の意思の問題は家族や地域社会で解決できていたのですが、その数が圧倒的に多くなっている現在では家族や地域社会のレベルでは解決できず、社会のシステムとして必要となっているのです。 

　第二の人間優先への社会の成熟化の観点ですが、これは今後は人間が中心の世の中になるということです。 

　現在の民法において禁治産の制度があります。これは自分の行為、意思表示の結果に対し判断能力を欠いている場合に後見人をつけて家財を管理させる制度です。一見、本人の権利を守るための制度のようですが、制度の主眼は社会の商取引の混乱を未然に防ぐためであり、家財つまり“家”を守るためのものです。そのためか、ほとんど利用されていません。本人の意思を大切にするという考え方とは発想が違います。本人の意見を大切にしようとすればするほど、本人の意思表示が十分にできない場合、そのサポートシステムが重要となるのです。 

　

　成年後見制度への思い
　最近のこと。60歳を少し過ぎたご主人が急逝され、32歳になる知的障害の息子をもつ母親が、怒りをもちながら困惑していました。ご主人が経営する工場の株と土地と財産を相続するにあたって、長年の専任税理士から「そのまま精神薄弱の子に相続させたら税理士の落度になる。禁治産者にしておきたい」と、禁治産者の申し立てを家庭裁判所にするように強く言われた、ということでした。「今は地域作業所に通っていますが、企業で働いた経験もあり、親子で頑張ってきたのに、父親が死んで相続の必要が起こった途端に、無能力者として戸籍に記載され、選挙権など公の権利が剥脱されることは納得できないし、かわいそう過ぎる」と言うのです。それを聞いていた重度の障害の子をもつ母親は「うちの子の場合は名前も書けないし、禁治産者になることは仕方のないこと」と言っていました。本人の知的能力の相違による受け止め方の違いですが、本人の意思とは無関係に禁治産者として全面的に権利が奪われることは、相当に無理な制度であるといえると思います。 

２　問題点はどこにあるのか
　民法に定める禁治産・準禁治産制度は、本人の利益を保護することが本来の主旨であるのに、本人保護より第三者との取引関係の安定を重視することに偏り、本人の法律行為を画一的に奪い、選挙権をはじめ、社会生活全般にわたり百以上の法律において資格制限が規定されているといわれます。しかも日常生活の援助等、身上監護が希薄であり、さらに必要な場合の手続にも高額の経費が必要など、さまざまな問題をもっています。
　その中でも知的障害の立場からみた時に、保全された財産をいかに有効に使用していくか、この財産の使用について、日常生活の中で継続的な援助をしていくシステムがほとんどないことが、もっとも重要な課題になっています。
　身体障害者は行動上に障害があっても、自分の意思と判断で財産を有効に使用することができます。知的障害者は自分の意思と判断で適切に使用することが十分にはできにくいので、誰かに継続的に支えてもらうことが必要です。例えば「特別障害者扶養信託制度」を利用すると6000万円まで贈与税が非課税になり、定期的に金銭が本人口座等に振り込まれてきます。しかしそれを有効に使用しなければ、お金だけが使われないままに溜ってしまうことになります。
　したがって、知的障害者に対する成年後見制度への基本的な願いは、「地域の中で権利侵害にあうことなく安全な生活ができること、自分の財産を自分の意思で使用できること、そのための援助のシステムが確立していること」が、知的障害の立場からみたもっとも基本となる要望ということです。 

次に、禁治産・準禁治産宣告に至る手続上の問題が現実として存在しています。「申し立てをする権限のある人が少ない。鑑定医を見つけにくい、鑑定費用が高額である、禁治産宣告の審判期間が長い、適当な後見人、保佐人がみつけにくい」等です。鑑定費用は数十万円かかるともいわれています。禁治産宣告は全面的に権利を剥脱するということを決める以上、鑑定医や裁判所が慎重になり長期的にならざるを得ない、ということなのでしょう。もっと容易に手続ができるように改善していくことが必要です。
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高齢者の人権擁護、財産管理支援

（1） 成年後見制度の背景

1 高齢化

日本の将来推計人口によると、高齢者比率の上昇が加速

2015年には　25.2％

2025年には　27.4％

2050年には　32.3％

2 社会的支援の必要性

· 心身機能の衰え

· 意思能力の衰え

· 高齢者に対する悪徳商法による消費者被害

　　　　　　＝　高齢者の財産権・生活権を守る支援の必要性

3 従来の無能力者制度の問題点

1. 従来無能力者制度の種類

· 未成年者

· 禁治産者

· 準禁治産者

2. 禁治産・準禁治産制度の問題点

・　制度の硬直性　　　　禁治産・準禁治産の2類型しかない

· 制度自体の利用減少　　　戸籍への記載

　　　　　　　　　　　　　　権利の剥奪

　　　　　　　　　　　　　　医師による鑑定　（費用・時間）

　　　　　　　　　　　　　　暗いイメージ

3. 禁治産宣告は、能力の否定により、日常生活に関してすべてにおいて自らの意思で法律行為ができなくなる。

4. 禁治産制度は、本人のためではなく、後見人等による資産の悪用に活用される場合が少なくない。

　　オ.軽い症状だが、判断能力に不安がある場合の対処が少ない。

（2） 成年後見制度とは

1 認知症・知的障害・精神障害などの理由で判断能力が不十分な方々

↓

（1） 不動産や預貯金などの財産の管理

（2） 身のまわりの世話のために介護などのサービスや施設などの  

入所に関する契約の締結

（3） 遺産分割の協議をしたりする必要性

（4） 自分に不利益な契約であってもよく判断ができずに契約を結    

んでしまい、悪徳商法の被害にあう恐れ

　　　　　　　　 ↓

このような判断能力の不十分な方々を保護し、支援するための制度

2 成年後見制度の改革

イギリス、ドイツ、カナダその他諸外国においては、近年成年後見制度が次々と改革された。

イギリスは1986年に持続的代理権授与法、ドイツでは1992年に成年者世話法、カナダ・オンタリオ州では1992年に代行決定法。
3 後見人

（ア）配偶者法定後見人制度の廃止

（イ）複数成年後見人制度の創設

（ウ）法人成年後見人制度の創設

　

（3） 成年後見制度の基本理念
1 ノーマライゼーション

　　　　　　　　　　　　↓

　　　　　　「障害者を排除するのではなく、障害を持っていても健常者と均等に当たり前に生活できるような社会こそがノーマルな社会である」という考え方

2 自己決定の尊重

　　　　　　　　　　　　↓

　　　　　　「福祉を行政措置によって行なうのではなく、あくまでその方の欲求、意思に十分気を配り自己決定権を尊重しましょう」という考え方　

3 残存能力の活用

　　　　　　　↓

　　残存能力とは、「障害者が残っている機能を発揮できる可能性のある能力」

のこと。

　　　判断能力（意思能力）を完全に失うことは稀で、なんらかの残存能力を保

持しているとされ、これを尊重、活用することが障害者の自己決定権を尊重

することになるという考え方
（4） 法定後見制度
現段階で、認知症・知的障害・精神障害などにより判断能力が十分でないため、財産の管理や福祉サービスの契約が１人ではできない方を支援する制度　　

1 法定後見の種類

「後見」　：　判断能力が非常に減退している

　　　　　　　　　　　　　　↓

　　　　　　　ほとんど判断できない方が対象

　　　　　手助けしてくれる方を成年後見人といいます

　　精神上の障害（認知症・知的障害・精神障害など）により、判断能力が欠けているのが通常の状態にある方を保護・支援するための制度です。

　　この制度を利用すると、家庭裁判所が選任した成年後見人が、本人の利益を考えながら、本人を代理して契約などの法律行為をしたり、本人または成年後見人が、本人がした不利益な法律行為を後から取り消すことができます。

ただし、自己決定の尊重の観点から、日用品（食料品や衣料品等）の購入など「日常生活に関する行為」については、取り消しの対象にはなりません。　

　　（法律的には）

心神喪失の常況にあるもの　（判断能力が喪失・欠如している状態）

※　後見人が代理権・取消権を持つが、日常の生活に必要な行為については本人の判断能力に委ねる　　

　　　

「保佐」　：　判断能力にかなり衰えがある

　　　　　　　　　　　　　↓

　　　　　　　判断能力が著しく不十分な方が対象

　　　　　　手助けしてくれる方を保佐人といいます

精神上の障害（認知症・知的障害・精神障害など）により、判断能力が著しく不十分な方を保護・支援するための制度です。

　　この制度を利用すると、お金を借りたり、保証人となったり、不動産を売買するなど法律で定められた一定の行為について、家庭裁判所が選任した保佐人の同意を得ることが必要になります。保佐人の同意を得ないでした行為については

本人または保佐人が後から取り消すことができます。

ただし、自己決定の尊重の観点から、日用品（食料品や衣料品等）の購入など「日常生活に関する行為」については、本人の同意は必要なく、取り消しの対象にはなりません。

また、家庭裁判所の審判によって、保佐人の同意権・取消権を広げたり、特定の法律行為について保佐人に代理権を与えることができます。

（法律的には）

心身耗弱者（判断能力が著しく不十分な状態）

※　特定の行為について保佐人に代理権を付与する

「補助」　：　判断能力に少し衰えがある

　　　　　　　　　　　　　↓

　　　　　　　判断能力が不十分な方が対象

　　　　　　手助けしてくれる方を補助人といいます

軽度の精神上の障害（認知症・知的障害・精神障害など）により、判断能力が不十分な方を保護・支援するための制度です。

　　この制度を利用すると、家庭裁判所の審判によって、特定の法律行為について、家庭裁判所が選任した補助人に同意権・取消権や代理権を与えることができます。

ただし、自己決定の尊重の観点から、日用品（食料品や衣料品等）の購入など「日常生活に関する行為」については、補助人の同意は必要なく、取り消しの対象にはなりません。

（法律的には）

　　　　　　軽度の痴呆、知的障害、精神障害の状態にある者（従来の制度では対象外）

＊本人が請求した範囲内の特定の法律行為について、補助人の同意を得る

　

2 法定後見の申立て

法定後見制度を利用する場合には、本人の住所地の家庭裁判所に後見開始の審判を申し立てる必要があります。

申し立てができる人は、本人・配偶者・四親等内の親族・後見人等または検察官です。

また、身寄りがないなどの理由で、申し立てをする人がいない場合には市町村長ができることとなっています。

3 鑑定

医師による診断書が必要　　（従来約５０万円程度・半年間程度）

　　　　　　　　　　　　　　　↓
　　　　　　現状、およそ１０万円程度、およそ一ヶ月
4 成年後見登記制度

法定後見が開始されると、成年被後見人等の氏名等・成年後見人等の氏名等いくつかの項目にわたり、戸籍に代わる制度として、登記されることとなった。

（東京法務局において全国一括管理）

（2） 成年後見人等にはだれが選ばれるの？

　　　

　　　成年後見人等には、本人のためにどのような保護・支援が必要かなどの事情に応じて、家庭裁判所が選任することになります。

　　　　本人の親族以外にも、法律・福祉の専門家その他第三者や、福祉関係の公益法人その他の法人が選ばれる場合があります。

　　　成年後見人等を複数選ぶことも可能です。

　　　また、成年後見監督人などが選ばれることがあります。

（3） 成年後見人等の役割って？

　　　

　　　成年後見人等は、本人の生活・医療・介護・福祉など、本人の身の回りの事柄に目を配りながら本人を保護・支援します。

　　　成年後見人等の職務は本人の財産管理や契約などの法律行為に関するものに限られており、食事の世話や実際の介護などは、一般に成年後見人等の職務ではありません。

　　　また、成年後見人等はその事務について家庭裁判所に報告するなどして、家庭裁判所の監督を受けることになります。

（4） 任意後見制度って？

　　　

　　　現段階で、「私は元気！何でも自分で決められる」という判断能力がしっかりした方が対象です。

　　　　将来自分の判断が低下したときに備えて、「支援してもらいたいこと」と「支援をお願いする人」をあらかじめ「契約」で決めておくのです。

　　例えば、自分はどんなところに住んで、どんな生活をしたいのか、あるいは今の財産管理を将来どなたかにお願いしておきたい、といった場合に利用する制度です。

　　　　この制度は自分の将来を自分で決めるので法定後見制度に優先します。

　　　　　支援する人を「任意後見人」といいます

　　　　　任意後見人を監督する人を「任意後見監督人」といいます。

　　　　本人が十分な判断能力があるうちに、将来、判断能力が不十分な状態になった場合に備えて、あらかじめ自らが選んだ代理人（任意代理人）に、自分の生活、療養看護や財産管理に関する事務について代理権を与える契約（任意後見契約）を公証人の作成する公正証書で結んでおくというものです。

そうすることで、本人の判断能力が低下した後に、任意後見人が、任意後見契約で決めた事務について、家庭裁判所が選任する「任意後見監督人」の監督のもとに本人を代理して契約などをすることによって、本人の意思にしたがった適切な保護・支援をすることが可能になります。　

（5） 成年後見登記制度

　

　　　法定後見制度や任意後見制度の利用の内容、成年後見人の権限や任意後見契約の内容などを登記する制度です。

　　　この登記情報を知ることで、判断能力の衰えた方とも安全に取引をすることができます。

　【登記事項証明書】

　　　どのような内容の登記がなされているかを知りたいときは、「登記事項証明書」を取得します。

　　　例えば、介護サービスの提供契約などを結ぶ際に、これを見ることで、誰がどのような権限をもった後見人であるのか分かるので、安心して契約をすることができます。

　【登記されていないことの証明書】

　　　成年後見制度を利用していないことを調べるには「登記されていないことの証明書」を取得します。

　　契約の相手方が成年後見制度を利用している場合、後で取り消される場合があります。

　　そのようなことにならないように、「登記されていないことの証明書」を取り寄せてから契約を結ぶようにします。

　　

　　後見人の職務

　　　

（1） 法定後見がなされた際、または任意後見人として選任される際の成年後見人をどのように選任するの　　　
か

　　　　家庭裁判所の後見人名簿から、家庭裁判所が選任することとなります。

　　　　対象となる者は、経歴・職業を重視し一定の研修を受けたものとされています。

　　　　　現在は、弁護士、司法書士、行政書士、社会福祉士が中心。

　　　　家庭裁判所及び法律家の声として財産管理に従来携わっていた専門家としての税理士への期待が大きい

　　（２）職務内容

　　　身上監護　　　　社会福祉士　・　医者

財産管理　　　　弁護士・司法書士・税理士

1 任意代理事務及び任意代理人等の推薦

・事理弁識能力が十分な段階から、高齢者等に対する支援活動
　　　・資産やその生活状況等をヒヤリングの上、本人との間で具体的な支援プログラムを作成し、任意後見契約を締結する。

・この際の適切な後見人を推薦する。

2 後見事務

・任意後見開始の申立て

任意後見監督人の選任により効力発生

・成年後見事務については、家庭裁判所の選任により、定められた権限の中で財産管理及び身上監
護に関する職務を行う。

・後見人は、定期的な面会により財産管理、身上監護を行う。

3 財産承継事務

・依頼者本人が死亡し、任意後見等が終了した場合のその財産の帰属。

自己決定を尊重する制度であることから、死後の財産処分について、遺言・死因贈与・負担付贈与等による財産承継の位置付けが重要　

　　　　　　生活資金の調達方法
Ⅰ．後見人として、被後見人の財産をどうやって運用し、いかに生活資金を得るか。

1 貯蓄預金より

② 有価証券より

· 配当が期待できるか

· 売却か

· 信託か

    ③ 年金より

生活資金として十分か

    ④ 不動産より

ア．賃貸　　　建物の取得・修繕代金

　　　　　　　固定資産税

　　　　　　　不動産会社への管理料

所得税・住民税

　　　　　　これらの経費を考慮の上、賃貸収入が生活資金として十分となりうるのか

イ．売却か　　　譲渡税が多額にかかってしまい、手元資金が十分に残るのか

ウ．間貸しか　　十分な賃貸収入が得られるのか

エ．リバースモーゲージか　　　　将来子孫に不動産を残す気があるか

　　　　　　リバースモーゲージとは、「所得は少ないが資産（住宅）はある」という

高齢者が、その住宅を担保にして融資を受け、死後、住宅を売却して返済

するという仕組み

　　          リスク　　　・担保割れリスク

・長生きリスク

・金利変動リスク　　　　　

オ．信託か

　　　　後見制度支援信託の利用（参考資料）
　

1. 後見人の財産管理と身上監護の関係

　　　民法858条において、成年の後見人は、被後見人の生活、療養看護および財産管理に関する事務を行うにあたっては、成年被後見人の意思を尊重し、かつその心身の状態および生活の状況に配慮することを要求しています。

2. 後見人の財産管理義務

1 財産目録の調整

後見人に選任された者は、遅滞なく被後見人の財産の調査に着手し、1ヶ月以内にその調査を終わり、かつ、その目録を調製しなければならない。

2 処分行為に関する権限

　　　後見人は、被後見人の財産に関する一切に関する一般的権限を有しているため、善管注意義務を尽くしている限り、処分行為をすることができる。（859条1項・869条）

　　　また、被後見人からの財産の譲り受けは制限され、被後見人と利益が相反する行為をする場合には特別代理人を選任することとなる。（866条1項・860条）

③　財産の管理と善管注意義務

　　　後見人も他人の財産を管理する限り、それぞれの立場にふさわしい善管注意義務を尽くさなければならない。

　　　　

4 報酬の支払

　　　家庭裁判所は、後見人及び被後見人の資力その他の事情を考慮したうえで、後見人に報酬を与えることができる。

3. 後見人の療養・看護義務

　　　　療養、看護の面においては、本人の意思を尊重しつつ必要な通常の医療を受けさせ、自己の身体・財産の損傷の防止に努めなければならない。

事例研究

　　

Q.1　祖母の財産を、知的障害の子供のために引継がせたいのですが？

　　私（長女）は、現在寝たきりの祖母と同居しています。私には、3人の娘がおりますが、末娘は知的障害者です。祖母は、不動産（時価総額15,000万円程度）を所有していて、年間1,000万円程度の家賃収入があります。将来の祖母の相続が心配なのですが、相続人は私と姉の2人です。祖母も私も心配していますのは、私の死後知的障害者である末娘の生活が心配です。そこで、祖母の財産を末娘が取得して、毎年1,000万円の安定収入が得られるようにできればと考えております。


　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　親亡きあと問題

Ｑ.2　　将来の特別障害者のために財産を贈与しても税金がかからない制度があるって聞いたんですが？　　

私は、最近夫を亡くし、夫の財産（不動産等2億円程度）をすべて相続しました。私には、3人の子供がいますが、長男が知的障害者であり、障害者2級となっています。将来、私が心配しているのは、私の死後長男の生活です。そして、長男が一人で安定収入を確保することができるようにしておきたいと考えています。


　　　　　　　　　特別障害者に対する贈与税の非課税措置

Q.3　将来、相続した財産をどなたかが管理していただくことはできないでしょうか？

　私には息子が一人いますが、もう40歳で独身生活をしています。最近、うつ病になっているようで毎日のように病院通いをしています。一人で暮らすのは不安なので、一緒に住むことにしましたが今後のことが心配です。いまは仕事もできず、収入もありません。ただ、私自身は、アパートをいくつか持っていて賃貸収入で生計を立てています。将来的には、息子にすべて相続してもらってアパート管理をしてもらう予定でした。息子の生活資金のほうはこの賃貸料でなんとかできると思うのですが、管理をどなたかに行っていただくことはできないでしょうか？


　　　　　　　　　　　　任意後見制度の利用
Q4.　日常的な金銭管理等についてだけお願いしたいのですが

私には、軽度の知的障害児がいます。すでに27歳になり、日常の生活についてはほとんど自分でしています。本人の意思で、一人で暮らしたいといいだしています。いままでは、私と暮らしていましたので給料の管理だとか金銭面に関することは私がすべて行っていたのですが、今後はすべてひとりでとなると心配です。金銭面だけでも、どなたかに面倒をみていただけることはできないでしょうか？


地域福祉権利擁護事業

Q.5　　住まいを売却して老人ホームの費用をつくりたい

　軽い脳内出血で倒れ、当院に入院中の患者さんの症状が落ち着いて、現在リハビリを

しておりますが、近くに身寄りがなく、通帳など全財産をもってきています。仕方なく

当院で保管しておりますが、最近あったはずの通帳がないというようになって困ってお

ります。

　また、住まいを売却して老人ホームに入りたいともいっております。当院としまして

も、いつまでも入院していただくわけにもいきません。通帳等も責任をもってお預かり

ができませんので、専門家の方にお願いしたいのですが。


　　　　　　　　　　　　　法定後見制度の利用

　　　　　　　　　　　　　居住用財産の処分

　Q.6　　ひとり暮らしの高齢者が自宅を訪問してきたセールスマンに勧められ、高額の羽毛布団を買うといっています。話しを聞いてみると、非常に高値であり悪徳商法のようにも思えます。本人はすっかりそのセールスマンを信用してしまっているようです。どうしたらよいでしょうか？


　　　　　　　悪徳商法・詐欺商法の被害に対する対処方法　

　Q.7　ある後見人の担当の一人暮しの高齢者が、吐血をして緊急入院をした。本人の緊急時の連絡先もないので、とりあえず入院に必要な身の回りの物をそろえて病院に出向き入院の手続きをした。病院側から、本人は胃がんの疑いがあり、場合によっては緊急に手術が必要になる。ついては、手術の同意書に押印をしてほしいといわれたが、どうしらよいのか？


　

　　　　　　　　　　　　　　医療行為の代諾　

　　　　　　　　　　　　　　　　緊急避
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